
【事務事業調書】

■事務事業の概要

■活動指標

■事業費（計画） ■事業費（当初予算） ■事業費（実績）

1 1 1

2 2 2

会計 - 款 - 項 - 目 - 事業
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事業の分類 既存事業

予算科目
コード

本町の地籍調査計画面積が全体で1,800haであることから、地籍調査実施面積とした。

金　額 特　記　事　項細　節

303,000
○地籍調査協力員賃金（延べ人数50人×6,060円）

236,145
○プラスチック境界杭・アルミプレート他

臨時的任用職員

特　記　事　項

事務事業名 地籍調査（石末Ⅴ地区）事業

実
績

担当部課 建設産業部 都市整備課
担　当 施設管理担当

サブリーダー 坂　本　武　志

当該地区の地籍調査実施面積 ７ha 7ha

細　節 金　額

・国土調査法に示された調査工程に基づき、計画的に作業を実施いたしました。
・土地所有者の立会いにより境界を確認し、確定した境界杭については測量業務委託業者により
遅滞なく測量し、発注者においても測量精度の確認等を実施いたしました。

どのような成果が現れます（現れました）か？

・土地の所在、地番、地目、面積、所有者が明確になり、財産管理において安心感が生まれる。
・各種公共事業の効率化・コスト縮減や公共物管理の適正化に繋がる。
・課税の適正化、公平化が図られる。

○地籍調査事業が完了（地籍簿・地籍図の法務局送付→登記）すると
・土地の所在、地番、地目、面積、所有者が明確になり、財産管理において安心感が生まれる。
・各種公共事業の効率化・コスト縮減や公共物管理の適正化に繋がる。
・課税の適正化、公平化が図られる。
※地籍調査事業（地籍簿・地籍図）の法務局送付については平成２３年度を予定。

指　標 目　標　値 達　成　値

計
画

・国土調査法に示された調査工程に基づき、土地所有者の立会いにより境界を確認し、確認した
境界杭を測量する。

何をどのような方法で実施します（実施しました）か？

消耗品費 500,000 消耗品費消耗品費 240,000

臨時的任用職員 424,200

細　節 金　額

臨時的任用職員 419,000

2 2 2

3 3 3

4 4 4

5 5 5

6 6 6

7 7 7

8 8 8

■事業経費

1,493,000

1,880,850 1,371,923

1,282,500

決　算

補正予算額

2,654,423

3,091,000

1,282,500

0

予
　
算

当初予算額

流用額

3,373,850

3,221,000

2,654,423

○平成21年度石末Ⅴ地区地籍調査測量業務他

栃木県地籍調査事業負担金

236,145

2,449,650

消耗品費 500,000 消耗品費消耗品費 240,000

2,115,278委託料 委託料委託料 2,562,000

3,221,000

-130,000

財
　
源

計　画 実　績 特　記　事　項

1,493,000

予算現額

決算額

差引（一般財源）

国庫支出金

県支出金

受益者負担金

その他の特定財源

計

地方債




